
力なり」です。
　従いまして、皆さんも、先人たちが
築き上げてくれてきた火災予防の礎を
引き継がれ、粘り強く、根気よく、そ
して、適正かつ的確に、関係者等が納
得して頂ける説明をして、防火安全性
が高い防火対象物を築き上げていって
ください。
　前書きが長くなりましたが、今回の
テーマは「日本の火災史と予防行政の
推移について」です。日本の予防行政
は、悲惨な火災が発生したり、社会経
済の変化、建築物の高層・大規模・複
雑化、建築構造や設備等の技術改良が
行われてきたり、新たな用途の出現や
使用形態等の多種多様化によって、消
防関係法令等が何度も改正されてきま
した。「温故知新」の格言ではありま
せんが、若い予防担当の職員の方に、
年の初めの今回、是非、日本の予防行
政がどのように変遷してきたのかを
知ってもらえればと思い、このテーマ
を選びました。そして、これまでの火
災予防行政を踏まえて、今後の予防行
政はいかにあるべきかについて若い職
員の方々に考えてもらう機会になれば
良いと考えました。今回は誌面をいつ
もより多く頂けました。お付き合い頂
ければ幸いです。

１　日本の火災史について

⑴　昭和22年以降の日本の火災の歴
史について

　日本の火災の歴史については、以前
にも少しご紹介しましたが、日本の火
災予防制度に影響した火災や危険物施
設等の火災について、既にご存知の火
災があるかもしれませんが、若い予防

　皆さん！ 新年明けましておめでと
うございます！ 昨年は、国内のあち
らこちらで集中豪雨災害が発生したほ
か、噴火災害や地震災害も発生し、更
にはデング熱やエボラ出血熱の感染予
防対策や救急搬送対策等で各消防本部
の対応が大変な年であったのではない
でしょうか？
　寺田寅彦さんの言葉ではありません
が「災害は忘れた頃にやってくる！」
です。本当に災害はいつ、どこで発生
するかわかりません！ 今年も日本の
どこかで、どんな自然災害や火災が発
生するかわかりません！ 地域の防火・
防災安全の確保を担っている全国の消
防本部の消防職員及び消防団員の皆さ
ん！ 今年も万一の時のために備えて、
地域住民の防火・防災安全を確保する
ために更なるご尽力を賜ることを年の
初めに心からお願い申し上げます。
　そして、全国の予防業務を担当さ
れている予防職員の皆さん！ 今年も、
地域の防火安全を確保すべく、火災原
因調査業務、消防同意の審査業務、消
防用設備等の設置業務、各種の検査業
務、査察業務、危険物の保安管理業
務、防火管理指導業務、自衛消防訓練
の実施促進指導業務、広報業務、生活
安全の業務等について、適正かつ的確
な業務の遂行を宜しくお願い申し上げ
ます。
　予防業務は、警防業務や救急業務と
は異なり、直ぐに結果が現れるとは限
りません。以前にもお話していますが、
10年間位のスパンで見ないと、予防業
務の成果は結果が現れてきません。時
間がかかります。しかし、諸先輩のお
陰で、火災件数、焼損面積は確実に減
少してきています。まさしく「継続は

担当職員の方を中心にご紹介したいと
思います。
　図１をご覧ください。この図は、近
代消防社発行の消防団120年・自治体
消防65周年記念 2013年12月臨時増刊
号から筆者が抽出した昭和22年度以降
の日本の主な建物等の火災を表した図
です。消防法及び建築基準法の関連法
令の制定時期も入れ込みました。なお、
この図の中には地震火災、林野火災、
車両火災、トンネル火災などは含めて
いません。主に建物や危険物施設等の
火災を中心に表しています。
⑵　不特定多数の者が出入りする建物
の防火安全対策の推進について
　この図からわかるように、過去に多
くの火災による死傷者を発生させてい
る建物には、百貨店、旅館・ホテル、
病院、雑居ビルなどが多いことがわか
ります。不特定多数の人が出入りした
り、宿泊したり、入院したりする防火
対象物は人命危険や出火危険が高いこ
とを物語っています。
　また、昭和25年前後、昭和45年前後、
昭和60年前後に当たりに火災が比較的
多く発生している傾向が見られます。
　終戦後当時の日本は、まだ木造建築
物が多く、出火するとあっという間に
延焼拡大してしまい、また、管理権原
者等の防火管理意識も低く、消防設備
等の設置や維持管理、万一のための自
衛消防訓練等を適正に行っていません
でした。悲惨な火災を紐解くと、必
ずといって言いほど、関係者や管理権
原者が防火管理体制の確保を疎かにし
ていた実態が浮き彫りにされるのでし
た。そのため多くの犠牲者を発生させ
てしまっています。
⑶　消防職団員が殉職した火災につい
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２　日本の火災予防制度の
　　変遷について

⑴　消防関係法令の制定について
　さて、悲惨な火災が発生した場合、
当然、火災原因調査が行われ、その火
災の問題点が洗い出されます。そして、
その火災の防火安全対策が講じられて
きました。
　日本の火災史を見ながら考えてい
きますと、まずは、昭和22年に消防
組織法が、昭和23年に消防法がそれ
ぞれ制定され、そして昭和25年に建
築基準法関係法令が制定されました。
その後、昭和34年に危険物の規制に
関する政省令が制定されました。危
険物に関しては、この時はまだ国の事
務を市町村に委任した機関委任事務で
した。
⑵　全国一律の火災予防行政のスタート
　しかし、火災予防の実施細部はまだ
定められておらず、各市町村条例に基
づいて実施されることになりました
が、当時、条例を制定した市町村は半
分程度で、また、その取り扱いも全国
で統一されていませんでした。つまり、
バラバラな予防行政の運用であったの
でした。
　そのため、昭和35年に消防法の一

て
　また、ガス爆発火災や
危険物施設における爆発
火災も多いこともお分か
りになると思います。そ
して、これらの火災で、
これまでに多くの消防職
団員が殉職したり、負傷
しているのです。
　その代表的な火災は、
昭和39年７月に東京で発
生した勝島倉庫危険物爆
発火災です。この火災で
は、消防職員が18名、消
防団員が１名、計19名が
殉職し、消防職員80名、
消防団員９名、計89名が
負傷したのです。
　また、昭和55年８月の
静岡駅前ゴールデン地下街のガス爆発
火災では、現場検証中に二次ガス爆発
が発生し、消防職団員５名が殉職し、
30名が負傷しました。
　出場した消防隊の機関員が隊長及び
隊員が誰一人戻ってこない時の心境は
いかんばかりであったでしょうか！
　これらの火災は消防職員であれば決
して忘れてはならない火災ですし、後
世に伝えていかなければいけない火災
です。予防担当職員の人が危険物施設
の火災やガス爆発火災の危険性を警防
隊員に話してあげてください。何故な
らば、皆さんが一番その危険性を熟知
しているからです。
　先日、ＮＨＫが大阪市消防局さんの
協力で撮影した消防職員を主人公とし
たドラマの中でも、消防職員が一歩間
違えれば殉職する場面が放映されてい
ましたが、恐らく、消防職員であれ
ば、長い消防人生の中で、このような
危険な状況に遭遇することが必ずある
と言っても過言ではないと思います。
　消防職員の自分自身の安全管理の確
保のためにも過去の火災事例を紐解く
ことはとても有意義なのです。生きた
教訓なのですから。
　是非とも過去の火災事例も勉強して
ください。

部が改正され、それを踏まえて、昭和
36年に消防法施行令及び同施行規則
が制定され、更には同年に全国の火災
予防条例のお手本となる火災予防条例
準則が制定されて、全国一律の規制が
スタートしました。
　特に、昭和35年の消防法の改正によ
り、防火対象物の用途区分が明確にさ
れ、消防法に基づく全国一律の消防用
設備等の設置義務化が行われました。
また、簡易な消防用設備等以外は遡及
適用除外となっていたことを改め、不
特定多数の者が利用する特定防火対象
物については、全て遡及適用（既存遡
及）させることとなる等の大きな改正
が行われました。
⑶　共同住宅の特例基準のスタート
　翌年の昭和36年には、消防法の
一部改正に伴う共同住宅の特例基準
（118号通知）が示され、
〇住戸間区画を耐火構造とすること。
〇共用部分との間の開口部面積を４㎡
以下にすること。
〇当該開口部は甲種防火戸とするこ
と。（開放廊下に面していれば不要）
〇共用部分を不燃化すること。
の要件を満たしていれば、
　消火器、自動火災報知設備、屋内消
火栓、非常警報設備、避難器具は免除
するといった共同住宅の特例基準が初
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                                      ・磐梯熱海温泉磐光ホテル火災(44・2・5) 

          ・能代市大火(24・2・20)              ・有馬温泉池之坊満月城火災(43・11・2)・大阪市地下鉄工事現場 

・法隆寺金堂の   ・金閣寺火災 熱海市大火(25・4・13)         ・宝組勝島倉庫火災(39・7・14)    ガス爆発火災(45・4・8) 

 火災(24・1・26) (25・7・2) ・釧路市病院火災             ・池袋西武百貨店火災(38・8・22)  ・寿司由楼火災(46・1・2) 

                (26・12・2)  ・谷中五重塔火災(32・7・６) ・水上温泉菊富士ホテル火災(41・3・11)・千日デパート火災(47・5・18) 

           ・名古屋市東亜合成化学（27・12・22）・多良木病院火災(34・1・26)                            ・

横浜市聖母の園火災(30・2・17) ・昭和電工川崎工場爆発火災(39・6・11)      ・大洋デパート火災(48・11・29) 

                                                              

昭和 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 年 

                         ・横須賀市衣笠病院火災(35・1・6)   ・栃木県両毛病院火災(45・6・29) 

〇消防組織法の制定(昭和 22 年 12 月 23 日) 

〇消防法の制定(昭和 23 年 7 月 24 日)     〇危険物の規制に関する政令の制定(昭和 34 年 9 月 26 日) ・済生会八幡病院火災(48・3・8) 

〇建築基準法の制定(昭和 25 年 5 月 24 日)〇危険物の規制に関する規則の制定(昭和 34 年 9 月 29 日) ・三沢ビルサロンらくらく酒場火災 

〇建築基準法施行令の制定(昭和 25 年 11 月 16 日) 〇消防法施行令の制定(昭和 36 年 3 月 25 日)    （51・12・26） 

〇建築基準法施行規則の制定(昭和 25 年 11 月 16 日)〇消防法施行規則の制定(昭和 36 年 4 月 1日)  ・スナック「エル・アドロ」火災 

                                 〇火災予防条例準則の制定(昭和 36 年 11 月 22 日)    (53・3・10) 

 

 ・静岡駅前ゴールデン街ガス爆発火災  ・超高層マンションスカイシティ南砂火災(1・8・24)    ・大阪市個室ビデオ店火災(20・10・1) 

  (55・8・16)   ・世田谷地下通信ケーブル洞道火災           ・共同住宅海月荘火災 ・グループホームみらいとんでん(22・3・13) 

   ・川治プリンスホテル火災 (59・11・16) ・長崎屋尼崎店火災(2・3・18)  (11・7・30)    ・ブリヂストン栃木工場火災 

    (55・11・20)  ・熱川温泉ホテル大東館火災(61・2・11) ・海老名市作業員宿舎火災(6・7・6)  (15・9・8) ・宝塚市カラオケボックス火災 

   ・ホテルニュージャパン火災(57・2・8) ・第一化成工業爆発火災(2・5・26)   ・三重県固形化燃料(RDF)火災(15・8・14) (19・1・20) 

  

昭和 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 年 

                   平成元年 

    ・蔵王温泉観光ホテル火災 ・陽気寮火災(61・7・31) ・若喜旅館本館火災・新宿歌舞伎町雑居ビル火災(13・9・1)・福岡市安部整形外科病院火災 

     (58・2・21) ・柿の木坂タンクローリー火災(60・5・6)  (6・12・21)  ・神戸市テレホンクラブ火災(12・3・2)  (25・10・11) 

    ・「つま恋」プロパンガス爆発火災 ・特別養護老人ホーム「松寿園」火災         ・長崎県やすらぎの里さくら館火災 

     (58・11・22)            （62・6・6）                   (18・1・8) 

             ・ソ連客船プリアムーリエ号火災(63・5・18) 

                            

図１　日本の主な火災史（昭和22年以降）


